
別記様式第２号（第５条関係） 

経営改善事業計画書 

設 立 年 月 日 

※ 必 要 に 応 じ て 記 入 

      

      年  月  日 

申 請 者 の 営 

む 主 な 事 業 

  

 

補 助 事 業 等 

の 内 容 

●経営改善計画書（実施内容） 

〇対策 ※検討方法を次から選択し、該当するものを丸で囲む 

 

 □（１）商工会主催セミナー受講 

     ・経営改善セミナー 

・販売促進セミナー 

・事業計画策定セミナー 

・その他（          ） 

 □（２）個別相談 

    ・中小企業診断士 

・社会保険労務士 

・商工会経営指導員 

・地元金融機関 

 

〇改善内容 ※(1)～(6)から選択（複数回答可）し、( )に具体的な

内容を記入 

 

 □（１）感染症対策のＰＲによる誘客・販路拡大 

    （                   ） 

 □（２）電子決済導入などのＩＣＴ導入・生産性向上 

    （                   ） 

 □（３）店舗改装、レイアウト変更などによる受入改善 

    （                   ） 

 □（４）設備投資又は新商品・サービス開発 

    （                    ） 

□（５）従業員の就業環境改善、健康経営の実践 

   （                   ） 

□（６）その他、必要とする経営改善の実践 

    （                   ） 

 

 

 

 



○実施理由  

 

 

 

 

 

 ○スケジュール ※経営改善の実践時期については、令和３年１月 

以降から開始し、最低６か月以上設ける。 

（検討時期以前に実施時期が開始されても可） 

 

・検討時期：  月 ～  月 

・実践時期：  月 ～  月 

 

 

補 助 事 業 等 実 施 

に よ る 効 果 

●経営改善事業計画書（目標） 

  目標：  

 

備       考 

※売上減少５０パーセント以上ある事業者のうち、申請を行った方の

み記入 

□国（中小企業庁）：一時支援金 

 

□道：「時短・外出自粛等により影響を受けた道内事業者の皆様への

支援金」 

 

注 １ 補助事業等の内容は、詳細に記入してください。  


